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C O N T E N T S

環境と人にやさしい技術への貢献・・・・・・

それが、日本ケミコングループの企業理念です。

アルミ電解コンデンサを出発点とし、多様化、高度化する

エレクトロニクス産業の発展に貢献してきた当社は、

同時に、環境マネジメントシステムの構築や

環境配慮型製品の開発など、

地球環境の保全にも積極的に取り組んできました。

世界に認められたブランドだからこそ、

美しい地球を守る使命がある。

私たちは、そう考えています。



20世紀が「大量生産と使い捨ての時代」と称されたのに対し、21世紀は

「環境の時代」と呼ばれるほど、環境に対する意識が高まってきています。

国内はもとより、世界各国でも様々な分野で環境保全への取組みが進められて

いますが、地球環境の保全には、まだまだ多くの課題が残されており、解決に

至るまでには未だ道遠しというのが現状です。

私ども日本ケミコングループにおきましても、企業としての責任を果たすべく、

「環境と人にやさしい技術への貢献」を企業理念に、廃棄物の削減や省エネル

ギー対策、化学物質管理等、環境リスクの低減に向けて活動を行ってまいりまし

た。また製品につきましても、長寿命化、小形化に加えて、環境負荷物質フリー

を目指して開発、上市を進めております。

この度、2002年度を対象とする当社グループの活動・実績を取りまとめた

「日本ケミコン環境報告書」を発行いたします。今後さらに細かな情報開示を進

めるとともに、社会への貢献を一層強化してゆく所存でございます。

皆様からの率直なご意見をお待ち申し上げております。

日本ケミコン株式会社
代表取締役社長 兼 COO

内山 郁夫

1.企業理念

『環境と人にやさしい技術への貢献』
日本ケミコングループは、地球環境の保全が緊急かつ最重要課題のひとつと捉え、企業活
動の全域を通じて持ちうる技術を最大限に活用して環境と人にやさしい豊かな社会の実現
のために貢献してゆく。

2.基本方針

日本ケミコングループの環境保全活動を行う事業所等の活動組織は、この基本方針
に整合させた環境方針を策定し、各々の環境保全活動を行う。

①地球環境の保全活動推進のため、全社的に活動できる組織を整備し運用する。

②企業活動が環境に与える影響を的確にとらえ、技術的、経済的に可能な範囲で環境目的及び行動目標を
定め、具体的行動計画を策定し地球環境保全のための継続的な改善を図る。

③環境関連の法律、規制、協定などを遵守することはもとより、必要な事項については自らの基準を制定し、
より高い目標達成にむけて継続的に取り組む。

④会社のすべての活動組織は自らの業務に関連する以下の項目について、積極的な取り組みを行う。

◎省エネルギー活動

◎化学物質管理

◎省資源

◎廃棄物削減とリサイクルの推進

⑤製品のライフサイクルを通じて環境への負荷の少ない製品の開発、設計、上市を進める。

⑥従業員全員への環境に関する教育、啓蒙を推進し、環境問題への理解を深めるとともに、積極的な環境
保全活動への参画を促す。

⑦環境監査等の監視、チェック機能を十分に働かせて活動を確認し、環境保全活動が適切に実施されてい
るかを把握する。

⑧環境に影響を及ぼす汚染事故、緊急事態等の環境リスクについて、その発生の予防に努めるとともに、発
生時の影響を最小限にする管理体制を確立し、維持する。

⑨環境保全活動の実施状況については、従業者への内容の周知とともに、公表可能なものについては、積
極的に情報開示をおこなう。また、地域、利害関係者との十分なコミュニケーションを図る。

2003年7月1日
日本ケミコン株式会社
代表取締役社長 兼 COO

内山郁夫
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環境保全活動組織

環境保全活動のために

日本ケミコングループでは、環境に関わるす

べての問題に対してグローバルに対応を行う

ために、環境担当役員を委員長とする「日本

ケミコン環境委員会」を設置し、全社的な方

針の決定、目標の設定等、重要事項の審議・

決定を行っています。

環境委員会の下部組織には、4つの小委員会

を設け、化学物質管理、公害対策や省エネ

ルギーの検討を行っています。更に3つの事

業別に環境連絡会議を開催し、全社方針を

事業に応じた活動に展開し、フォローを行っ

ています。

また全社の環境活動を統括する部門として

2002年9月に「環境部」を新設し、グローバ

ルな環境情報の管理や伝達を行い、全員が

環境保全に関わる体制を整えています。

環境マネジメントシステム

EMS（Environmental Management System）の構築

日本ケミコングループでは、環境マネジメント

システムの構築と運営を目的に、国内外全

事業所において、ISO14001の認証取得を目

指しています。

1996年にシンガポールケミコンが認証取得

したのを皮切りに、現在では国内外19の事

業所が認証取得を完了いたしました。

2003年度には更に、新規展開した事業所を

含む国内外3事業所において認証を取得す

べく、準備を進めています。

環境監査

環境マネジメントシステムの実効性を確認

するために、各事業所において内部監査を

実施しています。内部監査では対象事業所の

環境部門のみではなく、他事業部門の内部

監査員を交えることにより、客観性を強める

ように図っています。またそれに必要な内部

監査員の増員とレベルアップにも力を注い

でいます。
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ケミコン宮城ISO認証

シンガポールケミコン
ISO認証

日本ケミコン環境委員会�

事務局：環境部�
化学物質小委員会�

公害等対策小委員会�

省エネルギー検討小委員会�

環境監査小委員会�

環境連絡会議（グループ1）�

環境連絡会議（グループ2）�

環境連絡会議（グループ3）�

電解コンデンサ関係工場・事務所�

材料関係工場・事務所�

固体／複合部品関係工場・事務所�

技術・スタッフ部門�

機能：化学物質管理制度の構築、維持、技術的支援、
環境負荷物質の削減・全廃に向けた検討�

機能：公害その他環境規制への対応に関わる、�
　　　情報収集、技術課題検討、対策活動支援�

機能：全社の省エネルギー政策の策定、審議、�
　　　対象事業所の活動支援�

機能：環境委員会では、環境担当役員（委員長）を中心に、管理、設計、品質、資材、生産技術、工場、営業、環境部

門等の責任者（委員）が定期的に、国内外の環境法規制やお客様の要求、更には社会全体の潮流を軸に、

日本ケミコングループとしての環境方針や対応を検討し、必要なアクションを決定しています。また、環境に関

わる情報の周知徹底を行うとともに、重要な事項については適宜経営層に報告しています。�

機能：グループ内環境監査の統括、内部環境監査員
の資格認定、登録、教育、監査システムの改善�

経営委員会�



環境への取組み

87

環境保全活動は日本ケミコングループ内

のみならず、お客様や仕入先様、更には各事

業所周辺にお住まいの皆様や、株主の皆

様も含めて考えなければなりません。お客様

には環境配慮型製品の導入を、仕入先様に

は環境負荷物質の少ない材料の開発・納

品をしていただかなければなりません。更に、

活動を維持するためには、株主の皆様や、事

業所周辺にお住まいの皆様のご理解とご協

力が必要です。これらすべてが環境への取

組みに重要な役割を果たしています。

社会との連携
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環境配慮型製品の開発

環境配慮型製品

日本ケミコングループでは、法規制やお客

様のご要望に応えるべく、環境配慮型製品

のラインアップを進めています。

また、従来仕様のアルミ電解コンデンサや

各種製品シリーズでも、お客様のご要望に

応じて環境配慮型（エコ対応品）に変更が可

能です。

製品の小形化と使用資源最小化を目指して

電気・電子機器の小形化に伴い、それらに

使われる電子部品の大きさも変化してきまし

た。当社グループでは、創業以来アルミ電

解コンデンサの小形化に注力し、その実現

のために主材料である電極箔の高容量化を

進めてきました。

その結果、電極箔はもとより、その他材料に

使用するアルミニウムの使用量を大幅に削

減することが出来ました。

右のグラフは、1971年度以降の製品サイズ

とアルミニウム使用量の変化を示しています。

この30年間で、同一の性能を得るのに必要

なアルミニウム使用量が、約1/5になっている

ことがお分かりいただけると思います。

導電性高分子アルミ固体電解コンデンサ
PXAシリーズ
（はんだにSn-Biを採用）

表面実装対応アルミ電解コンデンサ各種
（エコ対応可）

小形アルミ電解コンデンサ各種
（エコ対応可）

大形アルミ電解コンデンサ各種
（エコ対応可）

表面実装用小形アルミ電解コンデンサ
MKAシリーズ
（はんだにSn-Biを採用）
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環境配慮型製品とするために

製造業のアウトプットである製品は、市場に

おいて使用され、寿命を迎えると廃棄や一

部リサイクルがなされます。製品は製造段

階での環境負荷低減（生産に必要なエネル

ギーや資源の最小化）と共に、使用時の負荷

（電力消費、燃費など）、廃棄時における環境

への影響（有害物質の流出防止、リサイクル

率の向上）を追求する必要があります。

このために、使用する原材料から生産、輸

送、使用、廃棄時に至る製品の一生につい

ての環境負荷を評価するライフサイクルア

セスメント（LCA）の考え方が定着しつつあり

ます。

日本ケミコングループでは製品の環境負荷

低減に対し、有害物質の全廃や削減を中心

に取り組んでいます。

主力製品のアルミ電解コンデンサではリード

線の鉛入りはんだめっきの鉛フリー化、被覆

スリーブのポリ塩化ビニル代替が主な取組み

です。リード線は、錫－鉛めっきから錫－ビスマ

ス、または錫100％めっきを採用しています。ポ

リ塩化ビニル製スリーブは、PET製スリーブや

コーティングケースへの代替を行っています。

当社グループでは、1996年に環境配慮型製

品の発表を行って以来、その充実を進めてき

ました。

特に最近の環境負荷物質に対する意識の高

まりや、欧州における法規制の強化、お客様

の強いご要望等を鑑み、環境配慮型製品の

ラインアップ強化を図っています。既に一部お

客様のご要望に応じ、環境配慮型製品の量

産を開始しています。2004年3月には100％供

給体制が整う予定です。

また、有害物質の削減と共に、製品の小形

化、長寿命化は生産時の環境負荷低減や資

源の節約になります。次ページにはここ30年

間の小形化の状況を示しています。

エコ対応品 エコ対応品

アルミ電解コンデンサの環境配慮対応の例�

現　　行�
・鉛入りはんだめっき�
環境影響�
・廃棄時の自然界への鉛流出�
�
�
対　　応�
・鉛フリーはんだへの代替（Sn、Sn-Biなど）�

現　　行�
・ポリ塩化ビニル製�
環境影響�
・廃棄時の自然界への安定剤（鉛）流出�
・焼却時の有害ガス（塩素、ダイオキシン）発生�
�
　�
対　　応�
・ＰＥＴ製への変更�
・コーティングケースの採用�

外装スリーブの変更�

リード線の鉛フリー化�
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生産現場での環境保全活動

生産現場における環境負荷への対応

日本ケミコングループでは、様々な視点から

環境にやさしい、クリーンな生産活動を目指

しています。主力製品であるアルミ電解コン

デンサは、その製品の特性上、材料から完成

品に至る生産工程において電力が必要不可

欠です。特に主材料であるアルミ電極箔の

製造においては大量の電力を使用すると共

に薬品や工業用水を使用し、更に大量の廃

酸やスラッジ等廃棄物が発生します。

使用する電力や薬品、廃棄物をゼロにする

ことは、残念ながら出来ません。しかしそれ

らを少しでも削減することにより、環境負荷

を低減することは可能です。生産現場では、

設備の省電力化や効率化、高速化で、使用

電力量の削減を推進しています。また、生産

工程や材料を見直すことで、廃棄物の量も

削減することが出来ました。

環境配慮型製品の生産対応

電解コンデンサには、その一部に「環境負

荷物質」と呼ばれている材料を使用してい

ます。例えば、はんだに使用する鉛や、外装

材に使用するポリ塩化ビニル等です。それら

に代わる環境負荷の少ない材料を使って生

産するためには、設備対応も必要であり、現

在各生産事業所で急ピッチに対応を進めて

います。

設備の省電力化・効率アップ

多くの設備において、電源ユニットの見直し等により、

省電力化を行っています。また、歩留まりの改善も廃

棄物の削減に貢献しています。

主材料であるアルミ電極箔を製造する高萩工場に、硝酸回収装

置を導入しました。これにより、電極箔のエッチング工程で使用

する硝酸の購入量を約60％削減出来ました。また、産業廃棄物

として処理されていた中和処理後の廃棄物も減少しました。

アルミ電解コンデンサの生産工程においては、リード

線の鉛フリー化やポリ塩化ビニル削減に向けての設

備対応を進めています。2004年3月には、全てのお客

様のご要望に対応出来るようになる予定です。

鉛フリー化、ポリ塩化ビニルの削減に向けて

硝酸回収装置導入による、省資源・廃棄物削減

省エネルギー活動事例

コンプレッサー運転制御の改善による省エネルギー事例
（日本ケミコン福島工場2001―2002）

ここでは、福島工場における省エネルギー活動の事例を紹介し

ます。福島工場は大形のアルミ電解コンデンサを生産する工場

です。

生産工程で使われる圧縮空気はコンプレッサーで作られますが、

その運転にかかる電力量は福島工場全体の27％にも及びます。

福島工場では、古いコンプレッサーの更新に併せて、従来機の

改造や運転管理体制の見直しを行い、省エネルギーにチャレンジ

しました。

改善の内容

従来8台あったコンプレッサーのうち、小型（22kW）機4台を37kW

の新型機に入れ換え、このうち1台をインバータ制御機①、もう1

台は自動発停機能を付けたもの②にしました。従来機のうち55kW

機③および75kW機④に自動発停機能を付け、55kWの従来機2

台⑤をベースロード機として組み合わせました。

週始めと終わりの就業前後の管理と、日常管理との2つのモード

でコンプレッサーをコントロールするようにしました。

日常のエア使用量の多い場合には③～⑤の4台をベースロード機

として稼働させ、これを上回る変動分は②の自動発停機の運転

と更に細かい変動を①のインバータ機で制御する方法で対応さ

せました。

週末の就業の開始や終了時には、③、④のコンプレッサーの自

動発停機能を動作させて、所定のエア圧になるとこれらのコンプ

レッサーを停止するきめ細かな運転管理を実施しました。

改善後の効果

〈自動発停改造による効果〉

・エア消費低減時のロード分の電力削除

〈インバータコンプレッサー導入による効果〉

・通常稼働時のエア圧変動分の電力削減ができ、エア圧安定に

も寄与

〈更新による効果〉

・4台を2台にしたことによるメンテナンス費用の削減

以上合計で、以下の電力量とコストが削減できました。

生産設備�
31％�

社内インフラ�
13％�

電力使用量内訳�

照明�
13％�

空調関係�
13％�

ブロア関係�
3％�

コンプレッサー�
27％�

入替、導入したコン

プレッサー（インバー

タ制御1台、自動発

停1台各37kW）

1
入替37kW機�
（インバータ）�

日常稼働時�

社
内
エ
ア
使
用
量�

使用量に合わせた�
コントロール�

ベースロード�

ベースロード�
不足分を補佐�

自動発停で�
所定エア圧�
到達後停止�

ベースロード�

週始終業前後�

入替37kW機�
（自動発停）�

55kW機�
（自動発停付加）�

75kW機�
（自動発停付加）�

55kW機�
55kW機�

2

3

4

5

改善前 改善後

電力消費量 11.8千kWh／年 1.3千kWh／年

改善前 改善後

電力消費量 532千kWh／年 400千kWh／年

改善前（4台） 改善後（2台）

メンテナンス費用 1,200千円／年 600千円／年

削減電力量 142.5千kWh／年 削減コスト 2,452.5千円／年



グリーン調達・グリーン購入

事務機器や、製品の原材料以外の購入にお

いては、環境にやさしい商品の購入を優先

的に行います。例えばコピー用紙について

は、古紙配合率や白色度の基準を定め、この

基準に合った物品を購入するようにしていく

などです。

当社では、国のグリーン調達法、グリーン購

入ネットワークの基準などを参考に自社向け

のガイドラインを作成し、これによるグリーン

購入を進めています。

日本ケミコングループが調達する原材料や部

品は、当社の製造工程において加工され、大

手セットメーカー様を中心とするお客様から、

最終的には世界中の人々の手に渡ります。し

たがって、製品に含まれる化学物質を正確に

把握することが求められます。そのためには

仕入先様が原材料を納入する段階、更には

仕入先様がその原材料を製造する段階まで

さかのぼって、化学物質の含有量を管理しな

ければなりません。

当社グループのグリーン調達体制では、仕入

先様の「環境保全活動状況」の確認と、納入

品に含まれる「化学物質管理」の2つを主に

運用していきます。

当社グループでは、多くの仕入先様から数

千種類の部品や材料を調達して製品を作っ

ています。したがって環境負荷低減には、部

品や原材料に含まれる環境負荷物質の低減

はもちろん、仕入先様における環境保全活

動も大きな役割を果たすと考えています。

活動の一環として仕入先様には毎年、「環境

保全活動調査票」をご提出いただき、より良

い、効率的な活動を目指しています。また「日本

ケミコン規制化学物質解説書」に則り、材料

日本ケミコングループでは、「調達」を製品の生産に必要な原材料や部品と位置付けています。

また「購入」は事務用機器等、当社製品の製造に直接関連しない物品やサービスを対象にしています。

「調達」と「購入」では製品に与える影響度の違いから、環境に関する管理方法を分けています。

「調達」と「購入」の区分け
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グリーン調達

に含有する化学物質の報告をいただくこと

で、管理を強化しています。

この様な考え方を仕入先様にご理解・ご協力

をいただくため、グリーン調達説明会を開催

すると同時に、ホームページにグリーン調達

のページを設けました。今後、更に内容を充

実していく予定です。

グリーン購入

非含有証明書

説明会

当社グループの主力製品であるアルミ電解コンデンサは、

電気・電子機器を中心に、様々な分野で使われています。例

えば、14インチの液晶テレビで言えば、様々なサイズの電解

コンデンサが一台に約100個、30インチなら約300個も使用

されています。よく耳にするエアコンの「インバータ」機能や、

カメラの「ストロボ」にも、また自動車の「エアバッグ」にも電

解コンデンサは欠かせない部品です。

ちょっとカラオケボックスへ足を踏み入れてみれば、テレビ

画面やオーディオ機器の見えないところに、一つの部屋だ

けで400～500個も活躍しています。一般家庭では、テレビ

やビデオ、ステレオ、電子レンジ、ゲームなど、様々な機器で

合計1,000個位は使われているでしょう。

電気を使う製品のほとんどに、電解コンデンサは使われて

いるのです。

酸素と水素で電気を起こす。有害な排出ガスもゼロ。環境

にやさしい未来型のデバイスとして注目される「燃料電池」で

すが、2003年5月に秋田県大潟村で開催された世界初の燃

料電池車レース「ワールド・エコノ・ムーブ2003」では、日本ケ

ミコン製の電気二重層コンデンサを搭載した車両が上位を

独占。こんなところでも当社の技術が貢献しています。

燃料電池車レース「ワールド・エコノ・ムーブ2003」
見事優勝を飾った「チーム“ヨイショット！”ミツバ／USO800号」の雄姿

こんなところにも！日本ケミコンの技術
ちょっと
ひと息...



省エネルギー

日本ケミコングループの主力製品であるアル

ミ電解コンデンサの製造時には、先に述べ

たように、大量の電力を消費します。その消

費量を一般家庭に置き換えると、約40,000

世帯分にも相当します。従って、1％の電力

消費量も軽視することは出来ません。

当社が少しでも電力消費量を減らすことが

出来れば、環境に与える負荷を少なからず減

少させることが出来るはずです。このような

観点から省エネルギー活動に力を注いでい

ます。

省資源

日本ケミコングループの生産活動における資

源の消費で、大きな割合を占めるのは“水”

です。水は生物にとって大切な資源です。私

たちは、私たち人類だけでなく、他の生物の

ためにも、大事な資源を有効に使わなければ

ならないと考えています。また、当社グループ

で使用される紙は、年間の使用量を積み上げ

ると約1,500m（A4換算）にも及びます。

私たちはリサイクルやリユースを奨励し、資源を

より有効に活用することで環境に貢献します。
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■日本ケミコングループ合計�

■国内／海外事業別集計�

■事業別集計�
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■日本ケミコングループ合計�

■事業別集計�

■国内／海外事業別集計�

以下グラフは、当社グループのエネルギー使

用量をCO2排出量で表しています。2001年

度と2002年度を比較すると、約16％増加し

ていますが、両年の生産活動レベルを合わ

せて売上高原単位で比較すると（国内事業所

のみ）、約0.3％減少したことになります。



第一種指定化学物質名称
指　定
番　号

事業所名
排出量

大気への排出
公共用水域への

排出
事業所での
土壌排出

事業所での
埋立処分

下水道への移動
事業所外への
移動

移動量

廃棄物削減・リサイクル

生産活動で資源を消費すると廃棄物が発生

します。廃棄物を減らすためには使用する資

源を減らすことが最も効果的ですが、リサイ

クルやリユースも大きく貢献します。最近は、

技術的な進歩により、今までは廃棄しか出来

なかったものも一部回収できるようになりま

した。しかしこれらの新技術は、設備投資等

のコストがかかる場合があります。

以下グラフに示す通り、2002年度の総排出

量は生産活動の拡大により前年度に比べ約

32％増加する結果となりましたが、リサイク

ル率は62％から68％に向上しました。特に、

排出の大部分を占める廃酸のリサイクル率

が約5％改善したことは、リサイクル率向上に

大きく寄与しています。これは先に「生産現場

での環境保全活動」でご紹介しました硝酸回

収装置の導入等による改善の結果です。

私たちは環境会計システムを活用して、その

コストと効果のバランスを見極め、また環境

への影響を的確に把握しながら、廃棄物の

削減を目指しています。また社内におけるリ

サイクル・リユースの推進はもちろん、生産

に使用する材料や包装材等の再資源化にも

力を入れています。

化学物質管理

1817

製造業は、製品自体や生産工程で多数の化

学物質を使用します。化学物質の中には人

の健康や自然環境に影響を及ぼすものがあ

り、これら物質の中で特に有害性の高いもの

は国内外の法令等によって製造や使用が禁

止されたり、厳格な管理が要求されています。

化学物質管理の重要性

最近は、国内外で化学物質の規制が強化さ

れ、これら法規制に適合した企業活動を行う

ことが大変重要になっています。

特定の化学物質の環境への排出や移動の量

を把握し、化学物質管理の改善を推進する

目的で1999年に「特定化学物質の環境への

排出量の把握等及び管理の改善の促進に関

PRTR法による届出

する法律」（通称PRTR法）が制定され、2001

年度より特定の化学物質（354物質）の環境

への排出量等を行政に報告することになり

ました。

報告は、2001年度分よりスタートし、当社グル

ープでも2002年6月に最初の届出を行いまし

た。次の表は2001年度届出分の内容です。

化学物質管理

日本ケミコングループでは、化学物質管理に

ついて、原材料の調達段階と使用段階で

各々管理を強化しています。また、製品の販

売にあたっては、法令やお客様の要求に適

合した製品を販売するのはもとより、化学物

質に関する情報の提供にも努めています。

■日本ケミコングループ合計� ■国内／海外事業別集計� ■事業別集計�
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2001年度PRTR法報告結果

上記は、2002年度に届出を行ったものです。これ以外に取り扱い量等が規制値以下の指定化学物質8種を9事業所で取り扱っています。
（注1）マルコン電子におけるジクロロメタンの排出は、2003年3月末をもって全廃いたしました。
（注2）ダイオキシン類の排出は、焼却炉の全廃（2003年3月）により現在はなくなっています。

段階

原材料・部材等の購入

日本ケミコングループ内での

化学物質管理

顧客、利害関係者への対応

管理基準など

・「グリーン調達基準」（化学物質管理）

・材料・部品・副資材規制物質管理規定

・購買関係規定類

・「化学物質取扱規定」

・「新規化学物質導入評価要領」

・「PRTR法の適用要領」 など

・「環境基本方針」（情報開示）

・取引契約

・合意書、保証書

内　　容

・規制物質として禁止物質（19物質群）と要通知物質（71物質群）を定めて有害環

境物質の原材料段階での流入をチェック。

また必要な分析データの要求等を行う。

・当社グループ内での化学物質の取り扱いについて管理ランクを定め運用。

・新規化学物質導入時の評価法について規定。

・PRTR法に基づく対応について規定。

・製品への化学物質含有状況報告。

・分析データ、成分データの提供。

エチレングリコール

ジクロロメタン（注1）

鉛及びその化合物
p-ニトロフェノール
ふっ化水素及びその水溶性塩
ほう素及びその化合物

ダイオキシン類（注2）

（単位：mg-TEQ）

43

145
230
239
283
304

179

岩手工場
宮城工場
福島工場
マルコン電子
宮城工場
岩手工場
高萩工場
岩手工場
岩手電気工業
福島工場
福島電気工業
高萩工場
岩手工場
マルコン電子
宮城工場
福島工場
高萩工場

0
0
0

12,000
0
0
0
0
0
0

350
0

0.95
20

0.016
0.021
6.6

110
0
94
0
0
1.2

1,800
260
6,800
94

3,000
1,200
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
21,000
5,200
12,000
5,900
0

13,000
35
17
11

16,000
16,000
0.12
2.7

0.013
0.039
0.089

（単位：kg）
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遵　法

企業が法令、規制等を守ることは、社会的責務からも当然のことです。
日本ケミコングループにおける環境管理の中でも環境関連法令の遵守は重要な事項と捉え、遵守体制や監視の強化を行っています。

企業の社会的責任遂行と環境負荷低減に向けて 「環境会計」の考え方 環境会計システムの構築

法遵守体制

［国内ISO14001認証取得事業所］
ISO要求項目（4.3.2項）に基づく法規制管理
体制を構築しています。対象となる法規制内
容を一覧にし、これに基づき遵守状況を管理
するとともに内部監査でも、厳しくチェックし
ています。

日本ケミコングループでは環境関連の法規制遵守のため以下のような社内体制で取り組んでいます。

[国内ISO14001認証未取得事業所］
事業所間の環境会議での報告を通じて遵守
状況を把握しています。今後は本社による第
二者監査体制を充実させ、その中で法遵守
状況の把握を行う予定です。

環境会計

2002年度の主要な活動

◆特定施設である廃棄物焼却炉を全廃
焼却炉の使用に伴うダイオキシン類の発生が問題となっています。当社グループでは、国内生産事業所5ヶ所で使用していた廃棄物焼却炉（ダイ
オキシン対策特別措置法施行令別表第1に定める焼却炉）を2002年度にすべて運用を停止し、廃止が完了しました。

■環境会計試算結果（日本ケミコン本社地区及び6工場）
コスト （百万円）

企業が環境保全活動を行うには人・物・資

金といった経営資源の投入が必要になりま

す。環境保全や法遵守のために、時には相

当の経営資源を必要とする場合もあります。

投じた経営資源を有効に、効率よく使用す

るため、コストと環境保全効果を定量的に評

価することが求められます。環境会計は、こ

の様な目的のための手法として用いられてい

ます。

環境会計は、環境保全対策の費用と効果を

定量的に把握（測定）し、分析し、公表する仕

組みと言えます。費用（コスト）は、企業の財務

会計の環境に関連したコストとなります。一

方、効果は、環境保全の効果とみるか、環境

保全対策に伴う経済的な効果とみるか二つ

の考え方があります。日本ケミコングループ

では、1998年頃から環境会計システムの検

討を始め、2000年度より一部の事業所で試

行的に費用（コスト）の集計を行っています。

また、効果についても、経済的効果で算出

し、コストと効果を貨幣価値で比較していま

す。（経済効果対比型のシステム）

コストは、環境保全に効果のある要素を含

む投資、施策及び通常の環境保全に関わる

直接的な経費を対象として算出します。生産

設備の投資など環境保全効果以外の様々な

効果を含む案件については、係数や効果に

よる按分などにより、投資額のどれだけが環

境保全のための投資コストかを算出し、更に

投資額については単年度の償却額を算出し

て費用に落とし込んでいます。

一方、効果は直接効果と間接効果に分けて

経済効果を算出します。直接効果は、省エネ

ルギー量や廃棄物の削減量として金額が客

観的裏付けの取れるものを集めています。間

接効果は、企業のイメージ向上や法遵守効

果、リスク低減など金額として極めて表しに

くいものを金額換算していますので、あくま

でも社内の参考としています。

評価の対象は、様々な設備投資、施策で環

境保全効果が考えられるものを抽出して評

価しました。設備投資は、その総額から環境

相当部分を一定係数や按分によって切り出

し、更に単年度に比較できるように当年度の

償却費を算出し、この改善に伴う付帯の経

費を加えて「当年度のコスト」としました。これ

に対して金額として算出できる効果（直接効

果と定義）を省エネルギー、省資源等の項目

に分けて算出してあります。

2000年度から2002年度の３年間で、環境保

全に要したコストは152百万円に対し、得ら

れた直接効果は､148百万円でほぼ投資、施

策に見合う効果が得られました。2001年度は、

酸回収装置を2工場に導入したため、当年度

分のコストも増大していますが、酸回収によ

る省資源の効果が他の年度より多く得られ

ています。また、金額に換算できない間接効

果（法遵守の充足、リスク削減など）の面も

副次的効果として得られています。

環境会計は、まだシステムの検討途上にあ

り、更なる改善をした上で運用に供していく

必要があります。日本ケミコングループでは、

今後もシステムの改善を進めて、より高精度

のコスト対効果把握に努めると共に、環境

保全そのものに対する効果を算出できる仕

組みを検討していきます。

法遵守状況一覧（国内事業所）

日本ケミコングループの国内事業所で適用を受ける主要な環境関連法令と遵守状況を以下の一覧に示します（2003年7月現在）。

［海外事業所］
現状では、各事業所に管理を一任している
ため、十分な監視体制があるとは言えませ
ん。今後本社による第二者監査体制を充実
させ、海外での法遵守についても細かく目
を向けてく予定です。

青
　
梅
　
本
　
社

法規制名称 規制事項等

岩
　
手
　
工
　
場

北
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宮
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島
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萩
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潟
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島
電
気
工

業 岩
手
電
気
工

業 日
　
栄
　
電
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Ａ
　
　
Ｂ
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岡

事

業

岩
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ク
ト
ロ

ニ
ク
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注
　
　
　
記

大気汚染防止法 特定施設

公害防止管理者等資格者

水質汚濁防止法 特定施設

公害防止管理者等資格者

貯油施設

下水道法

振動規制法 特定施設

騒音規制法 特定施設

悪臭防止法 対象物質の取扱い

省エネルギー法 第一種（熱）

第一種（電気）

第二種（熱）

第二種（電気）

エネルギー管理士等資格者

廃棄物処理法 産業廃棄物排出（特管外）

産業廃棄物排出（特管物）

特管産廃管理責任者等資格者

大量廃棄物排出事業者（特管外）

大量廃棄物排出事業者（特管物）

産業廃棄物処理施設

産業廃棄物処理業

マニフェスト交付実績報告

毒劇法 毒物対象物質

劇物対象物質

PRTR法 届出対象物質

労働安全衛生法 有機則、作業主任者

特化則、作業主任者

鉛則、作業主任者

消防法 危険物の貯蔵および取扱い

ダイオキシン対策法 特定施設（焼却炉）

PCB処理特別措置法 PCB含有物の保管

工場立地法

● ● ● ● ● ● ●
● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ●
▼ ● ● ▼ ● ● ● ● ● ● ※1

● ▲ ● ▲ ※2
● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ●
● ● ●
● ● ●
●

● ● ※3
● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ※4

● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ● ※5

● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

指
定
工
場

凡例
● ：法令等に該当、資格者選任等が行わ

れていることを示す。
：法令等の適用対象外を示す。

× ：法的要求や規制を満たしていない状
態を示す。

注記
※1 ▼：2002年度に地下燃料タンクを廃止。
※2 ▲：2003年度より下水道に移行。

また、生活雑排水のみの放流は対
象外としてある。

※3 ：都道府県によって要求されている
もの。

※4 ：PRTR対象物質の取り扱いはある
が、届出対象以下の事業所を示す。

※5 ▼：2002年度に焼却炉を廃止した事業
所。

項目

評価対象とした投資・施策案件

評価案件に対する投資総額

上記投資中の環境相当投資額

当年度分のコスト（A）

定常管理経費（B）

合計（A）＋（B）

65件

1,264 

261 

46 

634 

680

52件

1,174

214

72

732

804

50件

938 

240 

34 

751

785

2000年度 2001年度 2002年度

効果（直接効果として金額算出可能なもの） （百万円）

項目

省エネルギー

省資源

廃棄・リサイクル

有害物削減

その他

合計

19.02

9.89

6.41

0.45

0.08

35.85

6.11 

49.89

4.39 

0.00

0.40 

60.79

21.88 

16.36 

10.50 

0.00

2.43 

51.17

2000年度 2001年度 2002年度

表は、2000年度からの日本ケミコン本社および6つの工場について環境保全のコストと効果を上記の考え方によって試算したものです。

集計結果の分析
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啓発・教育

環境保全活動には、従業員一人ひとりの環

境保全への意識向上が必要であり、そのため

の継続的な繰り返しによる教育が重要です。

日本ケミコングループでは、様々な機会を通

じて社員への啓発・教育を行っています。

啓発

啓発活動の一環として、社内報（毎月発行）に

環境コラム「エコロジー情報局」を設け、地球

環境が抱えている問題点や、社内での活動

を報告しています。また、ポスター等による

省エネ・省資源の呼びかけも行っています。

地域とのコミュニケーション

日本ケミコングループの国内生産事業所は

岩手県、宮城県、福島県、山形県、茨城県、

新潟県等東北地区に多く所在しています。そ

れらの事業所が生産活動を継続するには、そ

の地域との連携が重要です。当社では、地

域清掃活動を中心とした環境活動を行って

います。

教育

当社グループでは、従業員の環境に関する知

識の向上を図るために、定期的に教育を行

っています。特に新入社員には、当社の環境

基本方針を軸に各国法規制の動向や、お客

様の要求事項等についての研修を実施して

います。生産現場においては、I S O

14001に関する内容を中心に教育を行って

います。

新潟工場
従業員及びその家族が

参加した
「環境ボランティア
（網代浜海岸清掃）」

高萩工場
従業員及びその家族が

参加した
「健康エコウォーク」

福島工場
従業員及びその家族
50名が参加した

「健康エコウォーク」

当社のグループ企業であるシンガポールケミコンが1996年に環境管理システムの国際規格で

あるISO14001の認証を取得以来、日本ケミコングループにおける認証取得事業所は19を数え、

EMS（Environmental Management System）の運用も早8年目を迎えました。初めは「排出

の低減」を中心に行っていた環境保全活動も、現在では法規制の強化やお客様のご要望に対

応した「環境負荷物質の不使用」に変わりつつあります。私どもは、そのような時代の変化を敏

感に感じ取り、積極的且つ迅速に対応をしてまいります。

この度、初めて環境報告書を発行いたしました。環境保全活動には当社グループ内のみなら

ず、お客様や仕入先様を含む、関連する皆様方のご理解とご協力が不可欠なものであり、情報

の開示によるコミュニケーションによって、今後の更なるレベルアップにつながると考えております。

皆様からの声を反映して、私どもの環境保全活動をより活性化するとともに、より良い地球

環境のために役立ててまいります。

率直なご意見をお寄せいただければ幸いです。

日本ケミコン株式会社
専務取締役（環境委員長）

柴田　勇三

会社概要

社　　　名 ： 日本ケミコン株式会社

本社所在地 ： 東京都青梅市東青梅1丁目167番1号

代　表　者 ： 代表取締役会長兼 CEO 常盤彦吉

代表取締役社長兼 COO 内山郁夫

創　　　業 ： 1931年

国内事業所 ： 主要事業所8ヶ所、営業拠点13ヶ所、関係会社13社

海外事業所 ： 8ヶ国　19ヶ所

事 業 内 容 ： アルミ電解コンデンサ及び各種コンデンサの製造・販売

各種精密パーツ、エレクトロニクス機器の製造・販売

従 業 員 数 ： 1,668人

資　本　金 ： 157億5千万円

この報告書の表紙デザインは、当社製アルミ電解コンデンサ

（鉛フリーはんだ仕様端子、PET製外装スリーブ品）を使って、

かたつむりをモチーフにしました。また随所に現れる昆虫達も、当

社グループの製品をベースに作成しております。

環境への関心が日々高まる中、この度、初めての環境報告書を

発行することが出来ました。本報告書では、当社の目指す姿や

考え方を中心に、事業活動と環境保全活動をわかりやすくまとめ

てみました。読者は、環境の専門家、お客様、仕入先様、NPO、

投資家、学生、社員など当社の環境活動に関心をもっていただ

く皆様を想定しています。まだまだ不十分な点はあると思いますが、

今後より一層の充実を図っていきたいと考えています。

デザインについて 編集後記

この報告書に
関する内容の
お問い合わせ先

日本ケミコン株式会社　環境部
〒141-8605 東京都品川区大崎5丁目6番地4号　TEL:03-5436-7633 FAX:03-5436-7597
e-mail:ecomaster@nippon.chemi-con.co.jp

当社の事業活動や財務情報、及び環境活動等は、インターネットのホームページでもご覧いただけます。
http://www.chemi-con.co.jp/
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